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研究成果の概要（和文）：本研究は、米国で開発された経営管理技法のうち特に活動基準原価計
算(ABC)、バランスト・スコアカード（BSC）および経済的付加価値（EVA）が経済のグローバル
化と IT 化が進展する環境下で、日本、韓国および中国にどのように移転しているかを理論的・
実証的に研究したものである。アンケート形式を中心とした調査結果の結果、（１）3 技法の移
転は研究者等による有用性の指摘と関心の多さに比べて、3 国における移転（導入）の割合は
多くないこと、（２）技法の導入目的は 3国で概ね共通しているものの、導入に関わる公的機関
のかかわり方、技法の活用の仕方ならびに IT との関係については、3国においてかなり異質な
面を持っていることが明らかにされた。 

 
研究成果の概要（英文）：The main purpose of this project is to explain the conditions and 
features of transfer of typical management techniques( activity based-costing: ABC, 
economic value added: EVA and balanced scorecard: BSC) which is originated in USA to 
companies in Japan, Korea and China by field studies. We have done field study on 
questionnaire about transfer of ABC, EVA and BSC to companies in Japan, Korea and China. 
 Summary of our study is following. 
(1) The participation of public sector (government etc.) about transfer of management 

technique including IT is strong in Korea and China comparing with Japan. 
(2) Ratio of transfer of above three management techniques is low in companies of three 

countries. 
(3) The purposes of transfer or introduction of three management techniques are almost 

same but some differences in details. 
(4) The method of application is same in some aspect and difference in another aspect. 

Companies in Korea seem to use management technique as almost same with USA companies. 
(5) The method of application of management techniques with IT is difference in some 

aspect. Many companies in Korea introduce some new IT instrument for application of 
management techniques but companies in Japan and China almost use the present IT 
instrument. 
＊Reference: Articles 5.－(2)(20)and(21) 
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１．研究開始当初の背景 

ある国で開発された経営管理技法の優れ
たものは、他の制度や技法と同様に国境を越
えて他国に移転され、移転先の経営改革に役
立てられることは歴史上多く見られるとこ
ろである。グローバル化の進展と IT の普及
によって、様々な経営管理技法の海外移転は
急速に進行しつつあり、経営改革に活用する
機会が増大してきており、そのことは極めて
当然のことと思われる。しかしながら、経営
管理技法の移転は、他の制度や技法の移転と
同様、移転する国と移転先の国との社会的・
文化的基盤等の相違によりそれほど単純で
はなくいろいろな問題を含み、その効果を発
揮するまでにはそれらの問題を解決しなけ
ればならない。すなわち、移転は単に優れた
技法を取り入れるという範囲にとどまらず、
その時点までの経営思考や組織等の経営実
務の変革や再構築が不可欠であり、それまで
に築かれてきた実務との摩擦と融合を繰り
返しながら、その国に適した実務として、そ
の国独自の進化を遂げるように思われる。そ
のことは、我が国においても明治以来の多く
の事例が示している。時には、明治時代ある
いは昭和 30 年代に、多くの技術が日本に移
転された時のように、先進国の技術や手法の
移転が短期間で多くの効果を発揮すること
もあるが、その場合にもその移転が効果を発
揮するためには多くのクリアーすべき問題
が存在し、短絡的に考えることはできない。
それは、移転が単に技法のかかわる直接的な
組織だけではなく、組織の存在する国の社会
的文化的な要因に根ざす価値観を変革する
ことに関わる面を持つからである。 
 グローバル化の進展と IT の普及によって、
様々な経営管理技法の海外移転は急速に進
行しつつある現在、その様相を上記のような
視点から究明する意義は大きい。 
 

２．研究の目的 
本研究は、経営のグローバル化とＩＴの普

及の進展下における経営管理技法の国際移
転に関する理論と実例について、米国で開発
された ABC（Activity Based Costing:活動原
価計算）、BSC(Balanced Scorecard：バラン
スト・スコアカード)およびＥＶＡ（Economic 
Value Added:経済的付加価値）という経営管
理技法を中心に着目し、日本、韓国および中
国への移転を対象としてその実態を公的機
関（政府を含む））の役割、移転の理由、移
転の仕方等を多面的に明らかにすること、お
よびそのことを通じて技法移転のもつ意義
と成功要因を明らかにすることを目的とす
る。 
 
３．研究の方法 

本研究では、日本、韓国および中国の研究
者の連携による共同研究を行うことを前提
としている。研究領域として管理会計学の領
域を中心として現在国際的に移転が進めら
れている ABC、BSC および EVA を取り上げる
ことによって、単に原価計算や業績評価とい
う経営管理技法の移転にとどまらず、経営手
法として業績管理、経営情報、経営戦略支援
などを包含した経営手法の移転として、幅広
い観点からの研究を目指している。 
 したがって、共同研究メンバーは、日本、
韓国および中国の管理会計と経営学、経営情
報にかかわる研究者から構成される。そして、
この共同研究は、単に、研究テーマに関する
理論分析と実態調査や視察にとどまらず、日
本、韓国および中国において研究者同士が意
見交換する場を学会や研究会等を中心に設
定するとともに、各国でシンポジュウム等を
開催するなどの活動を通じて、研究の国際交
流の場としても位置付け、今後の日本と韓国
および中国の研究分野での友好を図る場と
してきわめて意義深いことである。 



初年度は、（１）研究テーマに関する過去
の基本的文献のレビューとそれに基づく理
論分析、（２）日韓中３国の研究者の交流に
よる研究テーマと調査活動を含む研究方法
の認識の共通化、および（３）日本、韓国お
よび中国における調査計画の立案を中心的
活動内容とする。その具体的活動は研究代表
者、研究分担者および連携研究者が分担して
行った。2，3年目は、実態調査の実施、調査
結果の分析結果基づいた初期の目的の検討、
学会報告やシンポジウム等の開催による成
果の報告と研究者の交流に当てた。 
 
４．研究成果 
 研究は、ほぼ研究計画どおり進められた。
ただし、韓国および中国における調査は、両
国における特有の事情で困難な面があった
が、両国の研究者との交流により、無事に実
施することができ、一定の成果を上げること
ができた。 

活動内容については、各年度の成果報告書
で示した通りである。 
 研究の結果から得られた成果の概要は、実
態調査を中心に示すと以下の通りである。 
（１）IT の導入を含む技法移転への公的機関
の関わり方については、日本に比較して韓国、
中国の関与の仕方が強い。その理由は、経済
の発展段階の相違や国家体制等を背景にし
た企業活動への公的機関の関与の仕方に関
係していると見られる。 
（２）ABC、BSC、EVA という 3 技法の移転の
割合は、その有意性が技法開発国の米国で主
張されていること、研究者やコンサルタント
の関心が高いことに比して、それほど高くは
ない。その直接的理由は経営者が導入を認め
なかった点にあるが、その根底にある大きな
理由は、米国との企業経営の考え方の相違、
特に組織運営の個人主義的思考と集団主義
的思考の相違にあると考えられる。 
（３）3 技法の導入動機については、3 国を
比較すると、基本的な点では共通しているが、
細部においては相違が見られる。 
（４）3 技法の活用の仕方についても、3 国
を比較すると、類似の面と相違する面がみら
れる。韓国が米国的な成果主義との関係を考
慮して技法を活用して度合いが相対的に強
いことが注目される。 
（５）3 技法の導入後の評価については、韓
国が日本、中国に比較して厳しい評価を下し
ている。すなわち、日本、中国の企業が導入
効果は期待通りとするのに対して、韓国企業
は期待よりも効果が劣っているとするもの
が多い。 
（６）IT の活用との関係でも、3 国を比較す
ると相違が見られる。韓国が技法の移転に伴
い新たに IT を導入する等日本、中国に比べ
て IT を積極的に活用していることが指摘で

きる。日本、中国の企業は、既存の IT を活
用している。この点は、韓国が IT の活用を
国家政策として意識していたことと関係し
ていると推定できる。 
（７）調査方法に関しては、日本と韓国、中
国では大きな相違があり、日本のような人的
な繋がりを考慮しないアンケート調査は実
質的に困難であるということである。 

なお、調査結果の詳細ついては、後述研究
成果の②および⑰・⑱を特に参照。 
 また、本研究の実施により、韓国、中国の
企業や研究者との交流が図られ、今後の研究
に有意義な成果が得られた。因みに、特に交
流を深めた研究者は、申 洪哲(韓国：弘益
大学教授)、王春山（中国：東北財経大学教
授）、趙 賢衍(韓国：キリスト教大学教授)、
趙 湘蓮（中国：上海航空航天大学教授）で
ある。 
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